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郡山高校・2年　秋山 風凜

　東日本大震災から10年。当時小学１年生だった私は高校2年生になった。しかし、福島の

復興はまだ途上であると言わざるを得ない。震災から10年が経ち、震災当時の記憶の風

化が懸念される一方で、福島第一原発事故の影響や福島に関する根拠の不確かな情報を

見ることも未だに少なくない。また、震災から10年経った今でも、未だに福島県にネガ

ティブなイメージが根付いていると実感する時がある。こうした福島の現状を変えるため

に2つのことを提案したい。

　1つ目は福島の情報を正しく発信することだ。私が情報発信の重要性を実感したきっか

けは、昨年参加した「ナラティブスコラ2020」というプロジェクトだ。活動の一環として

震災当時の状況やこれまでの復興の歩みについて学ぶ機会があった。この活動を通して、

私は2つのことに気づかされた。1つは私自身がこれまで震災のことについて「知ったつ

もり」でいて福島の現状を正しく理解できていなかったこと。そしてもう1つは、これまで

震災と原発事故の両方を経験した例は無く、福島県が発信する情報は非常に価値が

あるということだ。

　福島の情報を正しく世界へ発信するために重要なのは、「福島から世界に情報を発信す

る場」を設けることだ。代表例として福島県白河市の「EMANON」というコミュニティ

カフェを挙げる。このカフェでは高校生が地域の情報を発信する活動が盛んに行われていた

り、情報を発信・共有する様々なイベントが行われたりしている。このカフェのように地域

と距離が近い情報発信拠点を福島県内各地に設けることで、福島の情報が発信しやす

くなるのではないだろうか。また、震災当時の記憶だけでなく、福島の「今」を発信する

ことも重要だ。震災の当事者でない人々にとって、震災は既に「過去」になりつつある。だ

からこそ、福島の「今の日常」をリアルタイムに発信することが、結果的に復興の歩みを

アピールすることに繋がると私は考える。私たちの発信を通して福島県の現状、そして未来

を変えていく。そういったきっかけが生まれる場を設けたいと強く思う。

　2つ目は新型コロナウイルスの流行に伴い、リモートワークが普及している今、リモート

ワークに最適な環境を整えることで、コロナ禍に活きる新しいまちとして地域の活性化を

目指すことを提案する。1つの例として郡山市を挙げる。郡山市は首都圏から約80分という

アクセスの良さに加え、都心に比べて面積が広いため、密を回避しつつ都心から比較的

気軽に訪れることができる都市である。現在郡山駅前ではコロナ禍による経済的な打撃

から、飲食店を中心に企業が撤退し空きテナントが増えている問題がある。このような状

況を鑑みて、郡山駅前の空きテナントを有効活用し、リモートワークに集中して取り組める

コワーキングスペースを設立することを提案する。このような場所を設立するには、まず

空きテナントを格安で貸し出す必要がある。この点のメリットとして、初期費用投資が抑え

られるという点がある。また、Wi-Fi設備の整備も重要だ。最近ではオフィス専用のWi-Fi

サービスを提供している企業が増えているため、そうした企業とも連携してインターネット

環境を整えることでオフィスとしての利便性を高めたい。さらに、コワーキングスペースに

常駐のスタッフを設置することにより万全の態勢で感染症対策ができる。加えて、近くの

飲食店と提携し食事の配達・提供サービスを行えば、コロナ禍で苦しんでいる飲食店の支

援に繋がるだろう。東日本大震災から10年が経過した今だからこそ、今の時代に最適な

取り組みを始めることによって地域の復興と活性化を目指していくべきではないだろうか。

　以上2つの提案をふまえ今を生きる私たちがアクションを起こし、福島の未来を創り上げ

る大きな一歩を踏み出していきたい。
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慶應義塾大学 環境情報学部・1年　鈴木 愛奈
スズキ アイナ故郷になる町

　「夜が明けきらないうちに、息子が避難しろって来たんです。「え？避難ってどこに行く

の？」という感じで。「どこに行けばいいの？西？南？東？どっち行けばいいの？」って、わか

らない。南に向かって、いわきに向かって、家族も一緒に連れて避難しました。次の日に

爆発したということで、見て悲しくなって、さらに恐ろしくなって、じゃあ今度はどこに行こ

うかということになって。」 

　これは大熊町で育ち家族と暮らしていた夫婦が10年前のことをお話してくださった時の

記録の一部である。私は昨年から環境省とNPO法人「元気になろう福島」の方々と行って

いる「聞き書き活動」（お話を伺い文章にする活動）に参加している。被災した方々からのお

話を通して私は、あのバリケードの奥の町や、どこまでも続く人気のない草原の上にあった

人情と活気に溢れた町と出会い、福島のふるさとを愛する人々の想いに胸を打たれた。私は、

福島の未来に必要な新たな開発の上に、残したい福島の町を創造することを提案したい。

それは、企業と被災した農家、都市部の会社員と地元の人々が共同で町づくりを行う”ふる

さと構想”である。 

　まず聞き書き活動の際に代々農業を営む方の、誇りを持って守ってきた土地を子供たち

に残せない悔いをお聞きしたことから、福島の農業に目を向けたい。他の場所で再建して

も、風評被害や天候など難しいと語っておられ、実際に高齢化の問題も相まって耕作放棄

地の課題などが報告されている。現状を脱却するためには、農林水産省も基本計画に盛り

込む「スマート農業（ロボット技術やIoT・ICT等の先端技術を活用して超省力・高品質生

産を実現する農業）」の実現による農業の大規模化など、これからの農業の形に対応して

いくことが求められている。被災により農地を失った人々や風評被害や高齢化で継続が

不可能な農家に対して、企業が財源を提供することで、福島の農業の再生をはかる。課題

となるのが、機械化が進んでも人手が必要となる場面は多く残されることと風評被害が続

くことであり、労働人口を町に呼び寄せると共に、福島を知ることで”知らないことによる

差別”を減らすことが必要である。そこで適する人材と考えられるのが、安定した収入を求め

る一方で農業や自然と関わる生活に興味を示す若い層である。実際に、人材派遣などで

知られるパソナグループでは若い世代の農業を応援する事業を展開している例がある。 

　そしてコロナウィルスの感染拡大により、現在多くの企業でリモート業務が広がり、出勤

を必要とする業務との差別化が図られている。これは社員が自らの時間を有効活用するこ

とにつながると考え、聞き書き活動で福島の農家の方々が口々に言った「兼業農家」という

言葉を思い出した。保育士や、土木の職人、原子力関連の会社員と兼業で農家を行ってい

たことを考えると、企業に勤めながら兼業農家として労働力になることが可能なのではな

いだろうか。 

　一方で、実際に移住することは共働き夫婦の働き場所の違いや子供の学校の問題など

現実的でない。そこで、新白河、郡山、福島駅など都心部からのアクセスが容易な福島の利

便性を活かして、完全に福島県に移住するということではなく、都心部に家を構え勤務を

しながら、月の何割かを福島で過ごしたり、収穫など人手を必要とする時期にまとまって

滞在する形で実現できると考える。こうしたワーケーションの地を整備するにあたってま

ず必要となるのが、居住空間兼ワークスペースであり、都市部の人々がふるさとに求める

ニーズ、例えば自然を感じられる木造住宅などの整備が求められる。それは新たな町づく

りの一環として、ソーラーパネルの設置や自家発電の環境整備などを進めることが容易で

ある。他にも駅から町までの移動を含め地方では車が必須となることから、町をあげての

電気自動車乗り合いシステムや、公共交通の無料化などを進めることで、国際的に重要視

される脱炭素社会、環境に優しい町のロールモデルとしての役割を担うことができると

考えられる。加えて、幼児・学童保育の充実化や児童の長期休暇中の夏季学校の整備など

子育て支援を充実させることで、家族を巻き込んだ町づくりと環境教育に期待でき、介護

施設や遠隔医療と実病院の一体化などで介護や老後を見据えられる、安心できるふる

さと作りを進める必要があるだろう。 

　最後に、地元の伝統行事をイベント化し町の人々が一体となる空間をつくりたい。聞き書き

活動で、地元の祭りとその歴史を熱く語る方々の姿を見て、大人から子供たちに伝統を継承し、

思い出を重ねていくことで「ふるさと」としての町が完成するのではないかと感じた。都市部

で生まれ育つ世代が増える今、必要な温かさがきっと福島に創れるのではないだろうか。
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